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はじめに
　専売政策は，専売公社の前身にあたる大蔵省専売局であった時代も含めると，19世紀末から，存
続しつづけてきた制度である。なぜ政府は，たばこや塩，樟脳などを独占的に販売しなければならな
かったのであろうか。そうした専売事業が，約90年間にわたって維持されてきたのは，なぜなの
か。また，その間にどのような制度上の変化があったのであろうか。本稿は，日本の専売政策の変化
に焦点を当て，その経緯を明確にするとともに，「なぜ専売政策が実施され，維持されてきたのか」
という問題について，「制度や政策がおかれた環境」という観点から分析をこころみるものである。
　2001年1月，省庁再編の一環として，旧郵政省が「公社化」1を前提に郵政事業庁へ改組され，総
務省に統合された。郵政事業の公社化は現在（2002年5月）のところ，将来の民営化に含みを残し
たまま，2003年の実施に向けて，法案の検討作業に入っている。また，2001年4月に実施された特
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殊法人の独立行政法人化後も，日本道路公団に代表される特殊法人の民営化について議論がなされて
きた。1980年代に実施された三公社の民営化以来，近年，ふたたび公社制度と民営化に対する関心
が高まってきているようである。
　三公社の民営化においては，日本専売公社，日本電信電話公社，日本国有鉄道が株式会社形態の特
殊法人へ改組された。民営化されたのは，いずれも公社（公共企業体）に分類された組織であるが，
こうした公共企業体そのものについて扱っている研究は，民営化の研究や特殊法人の研究にくらべて
多くはない。また，三公社の民営化に関する研究のなかでも，とくに日本国有鉄道と日本電信電話公
社の民営化については，さまさまな角度から分析されてきた2。それにくらべ，日本専売公社の日本
たばこ産業（JT）への移行については，あまり光があてられてきていないようである。
　その要因としては，第一に，多額の赤字を抱えていた国鉄や，当時においても有望市場とされてい
た通信分野を独占していた電電公社にくらべ，たばこと塩の専売という問題が相対的に「小さかっ
た」こと。第二に，専売事業そのものは黒字経営であったため3，毎年度，一般会計に専売納付金を
納入しており4，その点では性急に「民活」を導入する論拠にとぼしかったということ。それに関連
するが，第三に，80年代当時において，最優先の課題とされた国鉄改革を実現させるため，いわば
「横ならび」で専売の民営化がなされたという印象を与えたこと。最後に，「民営化」と呼びうるほど，
大きな制度上の変化が見られなかったこと，などが考えられる。
　反面，冒頭でも述べたとおり，専売政策は，19世紀末以来，約90年間にわたって維持されてきた
制度である。また，民営化直前の80年代前半においても，専売公社は，毎年8000億から1兆円にの
ぼる専売納付金を一般会計に納入していた。それにもかかわらず，なぜ専売公社が民営化の対象にな
ったのか。この問いに対して，他の二公社の民営化との比較からだけでは，直接の解答を得ることは
できない。既存の政策が，なぜ転換されたのかを問うには，「なぜそれまで維持されてきたのか」を
明らかにしておく必要がある。専売政策が民営化されるまでの経緯と，専売政策を変化させてきた要
因を分析する作業は，専売民営化の要因の分析と密接不可分であるように思われる。
　本稿では，主として二つの点に重点をおいて，専売政策の実施とその変化について検討をおこな
う。第一に，専売政策の歴史的経緯や，その当時の社会経済状況の明確化，ということである。特定
の制度や政策は，その当時の産業構造や政治経済の状況と，無関係に実施されるわけではない5。と
くに特定の政策や制度が，なぜ実施され，なぜ転換されたのかを明らかにする際に，歴史的背景や経
緯を分析から排除してしまうことは不可能であるように思われる。
　第二の点は，専売事業をとりまく「政策環境」（policy　habitat）が，専売事業にどのような影響を
あたえてきたか，という点である。ここでの政策環境とは，社会経済的状況やその当時の国際情勢な
どをさしている。フッド（Christopher　Hood）の指摘するように，制度や政策を長期にわたって運用
すればするほど，その間に政策環境も変化する。それによって，もし制度や政策と政策環境の間に齪
酷が生じれば，それは制度や政策の存続をあやうくさせる結果となる。逆に，制度や政策と政策環境
の間に親和性があれば，それは制度や政策を存続させるはたらきをする6。専売制度における環境要
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因とは何であったのか，またそれは決定的な要因であったのか，を検討することが本稿のもうひとつ
のこころみである。
　以下では，第一章で公企業概念と日本における公企業の現状について検討した後，第二章で専売制
導入に至るまでの経緯と，その当時の環境要因について考察する。第三章では，大蔵省専売局が，
GHQによって，日本専売公社へ公社化されるまでの経緯をたどる。第四章は，公社制と環境要因と
の間で生じた親和性について検証し，第五章では環境要因の変化が公社へ与えた影響と，民営化議論
の登場の関係について明らかにする。そして最後に，専売公社が果たした役割と，環境要因による分
析の可能性と限界について考察したい。
第一章　日本における公企業の多様性とその特徴
　専売政策の議論に入る前に，「公企業」という概念と日本における現状について，ある程度整理し
ておく必要があろう。
　レーソ（Jan・Erik　Lane）によれば，「公企業（public　enterprises）は，官僚機構と企業の中間に位
置する特別な制度である。公的セクターに属するが，独自の予算をもつ独立した法人（independent
legal　entity　with　its　own　budget）である」7とされる。事実，多くの国で，かつて公企業が多く見られ
た分野は，鉄道や航空会社のほか，電信電話，郵便などであり8，それらのなかには，元来，通常の
行政機関だったものが存在する。現在もこれらの分野では，公務員がそうしたサービスを提供した
り，国営企業が業務を実施したりしている国がある。とはいえ，企業のように経済活動を営むが，公
的領域に属するというだけでは，レーソみずから「仮に公企業が，官僚機構とも異なり，法人であり
ながら，株式会社とも異なるとすれば，何が公企業なのであろうか」9と問いかけているように，公
企業の定義としてあいまいである。
　公企業を私企業へ移行させる政策が，いわゆる民営化（privatization）であるが，民営化の議論に
おいて，公企業はどのようにとらえられているのであろうか。たとえば，フッドは，「民営化とは，
政府がそれまで所有していた企業（enterprises　previously　owed　by　governments）に私的所有権を導
入すること」10と述べており，公企業は，所有権に焦点が当てられている。「公企業＝政府による所
有」という図式である。ピータース（B．Guy　Peters）も，「民営化は，西欧諸国やオーストラリアや
ニュージーラソドにおいて広く実施されてきた。これらの国では，それ以前，かなりの水準で公的所
有（public　ownership）があった」11というように，明示的に公企業の定義は行っていないものの，
フッドと同じく，政府の所有権を前提に議論をすすめている。
　以上の観点によれば，公企業について「政府とは別の独自の予算をもつ法人であるが，政府によっ
て所有されている企業である」と定義できるように思われる。とはいえ，実際の公企業をみるかぎ
り，各国ごとに公企業の業務の範囲や規模，公企業に関係する法制度が異なっているため，公企業に
ついて共通の定義をみつけることは容易ではない。これは日本一国を例においても，同様である。日
本の法律に「公企業」という語句は一切登場しない。その理由は，堀江によれば，「現実に存在する
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公共的性格を有する組織や事業には種々多様なものがあり，…全体に通ずる「公企業」一般を法律的
に定義することは容易ではなく，また，一つの統一的な制度を設けるということでもなければ，実務
的には，通常は，その必要もない」12からだとされる。
　つまり，「広く「公企業」と考えられるもの」が多数設置されていることが，日本において公企業
の定義を困難にしているのである。たとえば，郵政，国有林野，造幣，印刷事業といった法律上「国
営企業」と規定されている四現業13のほかに，法律によって定義されている法人として，特殊法人が
77法人14，独立行政法人が58法人15，設置されている。また，法律によって定義されていないもの
の，特殊法人とほぼ同様の機能を果たしているものとして，認可法人16があげられる。このほかに
も，「民間法人化された特殊法人」17や「民間法人化された認可法人」，さらに，いわゆる公益法人18
や指定法人19，地方公営企業20，地方公社21，第三セクター22などが存在する。
　これら日本の公企業に共通しているのは，①イギリスのように，政権交代や政党のイデオロギーに
よって企業の国有化が実施されたわけではないということ，②同一のカテゴリー内の法人であって
も，出資や人事に対する政府の関与に非常なばらつきがあるということ，③有料道路の建設といった
公共事業から，年金，融資，振興・助成，価格調整，施設管理，研究・開発など業務内容が多様であ
ること，④業務が多岐にわたっているにもかかわらず，製造業に分類される公企業がほとんど存在し
ない，ということである23。とくに②については，特殊法人において顕著であり，政府がまったく出
資していないものから，出資や人事に関与しているものまで多岐にわたっている。
　公共企業体全体に共通する特徴は，元来ひとつの省や外局であったことである。三公社の民営化以
降，公共企業体は存在しないが，民営化以前，公共企業体は政府による統制と関与の度合いが，もっ
とも高い特殊法人に分類されていた24。現在は，特殊会社として，特殊法人の中でも私企業に最も近
いものに分類されている25。このように，現在のJTやJR各社，　NTTは，もっとも大幅な変化を遂
げてきた公企業であるといえよう。次章以降では，専売事業を例に，公共企業体がどのようにして成
立したのかをみてゆきたい。
　　　　　　　　　　　第二章　煙草税則の失敗と専売制の導入26
　たばこ専売事業は，1896年の葉たばこ専売の実施から1985年の民営化まで，89年におよぶ歴史が
ある。その間におこなわれた専売事業は，たばこ専売事業，樟脳専売事業，塩専売事業，アルコール
専売事業の四専売事業である27。このうち，樟脳専売と塩専売による収益は，専売事業全体の売り上
げの中で，あまり大きな割合を占めてこなかったということ，アルコール専売事業は大蔵省専売局が
管掌した時期が，ごくわずかな期間にとどまることから，本稿では，たばこ専売事業を中心にあつか
っている。
　たばこ専売事業の特徴は，終始一貫して財政収入の確保を目的としてきたことにある。これは産業
の近代化や振興を目的とした官営工場，大規模な初期投資を必要とする鉄道事業や電信電話事業な
ど，これまで実施されてきた他の国営事業との最大の相違点である。そこで問題となるのは，なぜ専
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売制度でなければならなかったのか，ということである。たばこの販売によって生じた収益の大部分
は，専売納付金として一般会計に納入される。あらかじめ市販のたばこ価格に納付金相当額が含まれ
ているという点で，専売納付金は，間接税のような機能を果たしているが，通常の間接税と異なり，
専売事業を実施するには，流通ルートの確保や工場の買収および新設等の設備投資が必要となる。そ
うした意味では，現在のたばこ税のような徴収形態のほうが，設備投資等の費用を回避できる点で有
利であったとも考えられる。
　事実，たばこに対する最初の課税方法は，専売制度ではなく，1875年の煙草税則であった。この
最初の「たばこ税」は，たばこ販売業老が支払う営業税と，消費者が負担する従価印紙税から構成さ
れている。たばこ税は，地租の補完および軽減を目的として導入された。しかし，制度の後期におい
ても，たばこ税が租税総額に占める割合は，4％にも満たなかった。その最大の要因は，印紙税にお
ける脱税の横行である。たばこ税則施行の初年度，政府は当初予算において35万円の印紙税収入を
みこんでいたが，実際には，その十分の一の3万5千円しか徴収できていない。印紙税は小売店が
最初に一括して印紙代を納入し，印紙をたばこに添付して販売するという方法をとっていたが，この
ような方法から，いくつかの脱税要因が派生してくるのである。
　第一に，無印紙のたばこのほうが安価になる分，売れゆきがよくなるため，小売店主は無印紙のた
ばこを隠れて，あるいは公然と販売するようになった。第二に，全国のたばこ小売店でおこなわれる
脱税行為を取り締まるには，膨大な人数の徴税担当者が必要となるため，コストの点からみて非現実
的であった。第三に，生産から販売までの流通ルートが，現代のように確立されておらず，政府の把
握していない「ヤミたばこ」が相当量販売されることになった。いわば煙草税則の徴税方法が，当時
の官僚機構の実態や，たばこ耕作や流通，販売形態という政策環境に適合しなかったために，脱税の
横行という事態に陥ったのである。煙草税則施行後，1883年と1888年の二度にわたり煙草税則の改
正が実施されるが，これらはどちらも印紙税の徴収方法の改善を目的としている。
　第一回の改正は，「陸海軍の拡張を機として」28実施された。主要な改正点は，卸売業者に分類され
ていた製造業老を卸売業者から分離し，印紙税納付の義務を負わせたことと，卸売業者と製造業者の
営業税を年額10円から15円に値上げしたことである。これによって，図1にみられるように，印紙
税の徴収額は飛躍的に拡大したが，①当時は製造業と卸売業が未分化の業者が多く，どちらか一方の
業態で届け出ることによって，兼業の実態を隠すことが容易であったこと，②印紙が帯状のもので，
たばこに貼り付ける必要がなかったため，再使用可能であったなど，不完全な制度であった。そこで
第二回の改正時には，製造業者は資格制にしたうえで，各製造所に営業税を課税した。さらに帯印紙
を廃止し，密封した製品に貼り付けることとなった。この改正により，徴税額は再び増加している
が，それでも当時の生産額および需要額からみれば，倍額以上の脱税があるのはあきらかであったと
される29。
　こうした脱税行為を防止するため，すでに煙草税則第二回改正と同時に，大蔵省内で専売制の導入
について調査を開始していたとされる30。そして日清，日露の両戦争によって軍事費と戦費調達の必
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図1　たばこ税額の推移
（単位：円）
　　　印紙税顧
一一一c票税額
、一一一一一一、 A1’一一薗_
日本専売公社『たばこ専売五十年小史』不二証券印刷，1953年，4～13ページをもとに筆者が
作成
要が高まるにともない，政府は専売制の導入と拡大に踏みきっている。1896年3月に「葉煙草専売
法」が公布され，1898年に施行されたのち，1904年4月には「煙草専売法」が公布，同年7月に施
行された。
　葉たばこ専売とは，葉たばこ生産者に，政府以外への葉たばこの売りわたしを禁止し，葉たばこ生
産者から政府が葉たばこを独占的に買い上げた制度である。専売制度の導入によって，政府は，製造
業者に葉たばこを売却する際に生じる利潤を，専売納付金として確実に歳入に組み入れることができ
ると考えたのである。しかし，実際には，葉たばこの密売を仲介するブローカーが存在したり，葉た
ばこ生産者が製造業者に直接密売したりする事態が生じた。その結果，政府の売り渡し高が不安定に
なったり，また収入率（製造業者に葉たばこを売り渡す際の利益率）の引き上げに困難が生じたりす
るなど，安定的財源の確保という観点からは不十分な制度であった。葉たばこ耕作者とたばこ製造業
者の間に存在した長年の取引関係や，未発達な流通機構を無視していた点において，葉たばこ専売
も，いまだ政策環境に適合しきれていなかったのである。
　こうして，葉たばこ専売の実施からわずか2年後の1900年4月には，大蔵省内に「煙草専売調査
委員会」が設置された。同委員会は，この年の9月に「製造専売制度施行要領」を大蔵大臣に提出
している。この文書は，葉たばこの買いつけから製造まで，政府が一貫しておこなう製造専売の方法
について具申したものである。その目的は，葉たばこの生産および売買，原料の購入など，各段階で
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発生する脱税および密売を防止することによって，歳入を安定的に拡大させることにあった。全産業
人口における第一次産業人口の割合が，約7割を占めていた当時においては，いかに効果的に間接
税を徴収するか，ということに最大の関心が払われたのである。
　製造専売の実施にあたっては，政府による独占や，独占によって生じる非効率について批判が出さ
れただけでなく，葉たばこ仲買業者や製造業者からも強い反発があった。独占への批判に対し，政府
は，専売は財政の拡充という公益に資すること，たばこの製造に特段の工夫は必要なく，需要高もほ
ぼ一定しているため「ただ嗜好の変遷，供給の便利に関し，常に周密な注意を加えればじゅうぶんで
ある」31との立場をとった。また，たばこ産業関係老に対しては，①専売制移行後も，葉たばこ売買
業者は「たばこ元売捌人」に，製造たばこ仲買業者は「小売人」に指定し，生業を保障する，②製造
業者には製造設備等の賠償価格について交渉に応じる，などの方針を示し32，専売反対派の切り崩し
をはかった。さらに，1904年2月からロシアとの戦争が始まり，財政不足が明らかになっていたこ
となどから，同年3月には煙草専売法案が提出され，無修正で両院を通過した。
　このような経緯をへて，葉たばこの耕作区域の指定，葉たばこ耕作の許可制，葉たばこの全量買い
上げ，たばこの製造独占，流通の独占，小売人の指定，製品定価の大蔵大臣認可などを基本とする製
造専売が成立した。財政の膨張を補完するために実施されたたばこ専売事業であるが，それは，徴税
機構や流通ルートの未発達など，いわば発展途上にあった当時の産業構造において，もっとも確実に
徴税を実施する方法であったといえる。製造専売の成立以降，元売捌人が廃止されたり，専売局内の
部署の新設および統廃合がひんぱんに行われたりするなどの変更は加えられたが，専売制の基本にか
かわるような大幅な変更は一度もなされていない。これは，製造専売以前のひんぱんな大幅改正と比
較する限り，財政収入の確保という目的達成度の高さを示している。いかにして脱税を防止し，財政
を拡充するかという課題は，いかに当時の産業構造という環境に見合った制度を開発し導入するか，
という課題と同義であったといえる。以下では，公社化の際の経緯と，その後の民営化にいたるまで
の政策環境の変化について検討する。
第三章　GHQによる専売局の公社化
　製造専売の実施後，図2に示されるように，一般会計に占める専売納付金の割合が10％近くにな
るなど，たばこの製造専売は顕著な伸びを見せた（以下，本稿では，製造専売を専売と略称する）。
とくに不況時に割合を伸ばしているところに専売納付金の特徴がある。日中戦争以降は，労働力，物
資ともに不足したうえに，製造工場が戦災であいついで消失したため，たばこも配給となった。しか
し，1945年以降の復興期においては，歳入に占める専売納付金の割合が二割近くになるなど，むし
ろ専売事業は，より重要な役割を果たすようになっている。
　このような状況下において，公社化を要求する動きが突然出てきたのである。1948年7月22日，
連合国軍最高司令官マッカーサーから内閣総理大臣芦田均にあて，国家公務員法改正問題に関する書
簡（マッカーサー書簡）が届いたのが，その直接のきっかけである。マッカーサー書簡には，国家公
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務員に関する記述に加え，「鉄道並びに塩，樟脳，たばこの政府事業に関する限り，これ等の職員は
普通公職から除外せられてよいと信ずる。然しながらこの場合においては，これらの事業を管理し運
営するために，適当な方法により，公共企業体（パブリック・コーポレーション）が組織せらるべき
である」33と専売局の公社化に関する非公式の要請が含まれていた。
　ただし，公社制の導入については，総司令部内部でも見解の相違があったようである。たとえば経
済科学局（E・S・S）局長のマーカットは，公社制導入について「司令部では別に指示しない」との
立場をとり，民生局（G・S）所属の人物も，公社に「改組するかどうかは，日本側の発意に待つ」
と発言している。それに対し，E・S・Sに所属する別の人物からは，「自分は賛成していない」とい
う発言が出たり，リーガル・セクションからは「マ元帥の意見としては，日本側でパブリック・コー
ポレーションの案をつくって出してもらったらどうか。というようなことを申していた」34という情
報が伝わってきたりしている。
　こうした総司令部内での意見の相違もあり，政府部内でも，一貫した方針のもとに公社化の準備が
進められたわけではなかった。マッカーサー書簡をうけ，専売事業の改善方策について調査審議する
ために専売事業審議会が設置され35，第1回会合が，同年8月11日に開催された。審議会では当初，
現行制度の改善案と専売公庁案の二案が議題にのぼっている（第4回会合，9月3日）。その後，公
庁案は公社案に変更されたが（第5回会合，9月10日），中間報告では専売局を維持し，現行制度の
枠内での事業の民主化や能率化などの改善策を実施するよう提言している（第7回会合，9月24日。
29日提出）。しかし，最終的に専売局によって起草された公社法案の内容は，この審議会の中間報告
とは，まったく異なる結果となった。
　政府と総司令部の間でも，9月15日までは，現行制度改善案と公社案が検討されているが36，公社
案は参考案であることなどを大蔵大臣がマーカットに伝え，マーカットも「大体の了承」37をしてい
たとされる。ところが，9月中旬から，交渉の流れに変化がみられる。まず，リーガル・セクション
から，法制局に対し，内容は問わないので公社案を作成してくるように，という強い要求が出てき
た。これを受け，9月21日，法制局は公社案である専売機構改正要綱をリーガル・セクションへ持参
したが，要綱ではなく法案を作成してくるように，との指示を出された。そのときに「司令部との応
待から，マ元帥の意向は，実態は現在通りでもよいが，形は公社を作りたい，ということが痛切に察
知された」38とされる。
　専売局は，あらかじめこうした事態に備え，非公式の公社法案を複数準備していた。これらの公社
法案は，当初，たばこ事業のみを公共企業体とする案と，たばこ事業のうち製造と販売のみを公共企
業体とする案の二案であったが，前述の総司令部と法制局の間でのやりとりの後，総司令部の意向を
くみ，現在の専売局の事業をそのまま公共企業体にする案を立案している。やがて10月上旬に，第3
国会に提出するため，専売公社法案を至急提出するように，との連絡が総司令部からあり，専売局は
その翌日，三専売事業を公社化する法案を提出した。この法案は，総司令部との折衝の過程において
若干の修正があったようであるが，おおむねこの案が骨子となり，1948年11月，日本専売公社法案
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が第3国会へ提出された。これにともない，現行制度の維持を答申した専売事業審議会は自然消滅
している。
　日本専売公社法案は，11月11日に衆議院大蔵委員会に附記，11月12日に参議院大蔵委員会に予備
審査のため付託された。国会審議における議論は，公社の性質，財政収入の確保，民主的能率的運
営，民間事業への切り替えの可否など多岐にわたっている。各党の立場としては，国協党，民主党が
基本的に賛成の立場をとったのに対し，共産党は反対，民自党は「官営事業は適当の機会に，適当の
方法で民営化したい。」と，専売事業の民間への開放に言及したのち，「もしその筋からの示唆がなけ
れば，全面的に反対したい立場であるが，（中略）この際原案を支持する」と表明した。社会党は，
公社職員の身分に関する規定について若干の修正案を提出している39。公社法案は第3国会の最終日，
11月30日に衆院本会議を通過したのち，同日中に参議院でも本会議で採決がおこなわれ，可決成立
した。なお，公社職員の労働権について規定した公共企業体等労働関係法は，第4国会で12月12日
に政府原案通り成立した40。
　国会での公社法成立後の12月8日，専売局に設置された日本専売公社設立準備室は，専売事業の
根拠法であるたばこ・塩・樟脳の三専売法を全文改正する方針を決定した。これは第一に，専売事業
が政府とは別法人によって実施されるようにともない，関係法律の字句を修正する必要が生じたため
であり，第二に，これまで省令等で規定されていた許認可等について，あらためて法律で規定する必
要が生じたためである。三専売法の改正法案の作成に際しては，専売法上の違反行為を取り締まる権
限を，公務員ではない公社職員にどのように付与するか，などの問題が生じ，すべての改正法案が国
会を通過したのは，1949年5月28日であった。このため，本来4月1日だった公社発足は，2か月
延期され，6月1日に日本専売公社が発足している。
第四章　専売制と公社を支えた環境要因
　公社化にともなう主要な変更点は，表1に示したとおりである。前章で見たとおり，公社化にあ
たっては日本専売公社法，公共企業体等労働関係法の新規立法や三専売法の改正など法律の大幅な制
定改廃がおこなわれた。これらの立法行為は，行政機関ではない公共企業体に公的業務をおこなわせ
る法制度上の整合性を保つことを主たる目的としていた。専売局時代に国の行政機関として適用され
ていた法令の規定についても，原則として公社に準用するため，「日本専売公社に対する法令の準用
等に関する政令」が出されている。
　新しい公社法では，事業計画や資金計画に国会の承認が必要になったり，業務方法の変更や販売価
格の決定，役員の任免等に蔵相の認可や承認が必要であったりするなど，一般の企業に求められるよ
うな柔軟性は，当初から存在していない。また，葉たばこの耕作区域の指定，葉たばこ耕作の許可
制，葉たばこの全量買い上げ，たばこの製造独占，流通の独占，小売人の指定，製品定価の大蔵大臣
認可などの制度は，すべて公社に引き継がれており，公社の事業活動という点においても，ほとんど
従来からの変化はみられない。
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表1　公社化にともなう制度上の変化
専　　売　　局 日本専売公社
予　　　算
専売局及び印刷局特別会計法に基づく。
齡щﾇ特別会計。
日本専売公社法に基づく。
¥算と事業計画，資金計画等を大蔵大臣に提出。閣議決定
?oて，内閣は，国の予算とともに国会に提出する。
決　　　算
日本専売公社法に基づく。
?Z報告書と財産目録，貸借対照表，損益計算書を大蔵大
bに提出。大蔵大臣は内閣に提出，内閣は，会計検査院の
沚ｸを受けたのち，国の決算とともに国会に提出する。
専　売　権 国に専属する。 国に専属するが，権能は公社が行使する。
業　　務
たばこ，塩，樟脳，製造たばこ用巻紙，
ｬ通の専売等。専売取り締り。専売納付金の納付。
専売局の所掌事務と同一とし，各専売法に基づく許可，取
闥?ﾜりも公社が実施。業務方法を変更する際は，大蔵大
bの認可。
価　　格
たばこ定価（最高価格）の決定は法律ま
ｽは国会の議決による。
葉たばこ収納価格・製造たばこ用巻紙収納価格は公社の決
閧ﾉよる。※
ｻ造たばこの販売価格は大蔵大臣の認可を受け，公社が決
閨B
専売取締
担当者は政令で定める。 公社総裁の推薦に基づき，大蔵大臣が指定。
w定された職員は，大蔵大臣の監督下において，国の事務
ﾆして専売取締事務を実施。
幹部・役員
官制による長官および各部長（煙草，製
｢，塩脳，経理）を置く。
総裁，幹事は大蔵大臣が任命する。
尅麹ﾙ，理事は大蔵大臣の承認を受け，総裁が任命する。
麹ﾙ，副総裁，理事の任期は4年。幹事は3年。
職　　　員 国家公務員 公共企業体職員
労使関係 国家公務員法に基づく。c体交渉権および争議権はない。
公共企業体等労働関係法に基づく。
c体交渉権はあるが，争議権はない。
給　　　与
政府（人事院）の定める官庁職員の給与
譓?ﾉよる。
公社と公社職員組合との団体交渉により，給与基準を定め
驕Bただし，これに必要な予算について，国会の承認がな
ｯれば，効力が発生しない。（給与総額制）
兼　　　職 禁止。 役員は禁止，職員は可能。
諮問機関 なし。 大蔵大臣の諮問機関として，専売事業審議会をおく。専売幕ﾆ審議会は，総裁および幹事を大蔵大臣に推薦する。
※1958年以降は，たばこ専売法の一部改正により，葉たばこの収納価格は，たばこ耕作審議会の議を経なけれ
　ばならないものとされた。
『たばこ専売50年小史』273ページ，および，日本専売公社法にもとづき筆者が作成。
　当時，総司令部が公社化を指示してきた真意については，確定しうる資料が限定されている。それ
ゆえ安易な断定は避けるべきであるが，少なくとも，表1の公社制度をみるかぎり，国会審議で提
起された「能率の向上」や「事業の民主化」が公社化本来の目的ではなかったようである。また，総
司令部から専売事業本体を大幅に変更させるような働きかけもなかったようである。「公社」という，
公共性と企業性の両方を兼ね備えうる制度へ変更したにもかかわらず，専売公社等には民間企業のよ
うな経営形態は導入されなかった。旧来の専売制度を維持させた要因とは，何であったのであろうか。
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　公社化当時，専売制度をとりまいていた環境要因を列挙すると，第一に，経済の混乱と徴税機能の
低下が顕著であったということ，第二に，戦後しばらくは，出生率が高率であったため，喫煙人口の
増加による専売納付金の自然増収が期待されたこと，第三に，国際的には固定相場制のもとで，相対
的に労働力が安価であったため，国際的に低いコストでたばこを製造することができたこと41，など
が挙げられる。このうち，第一の要因との関連で注目すべきは，図2で示したとおり，公社化当
時，歳入に占める専売納付金の割合が最大で19．7％と，きわめて高率であったことである。1949年
に出されたシャウプ勧告も，専売制度について「現行制度下に得られている多額の歳入（専売納付
金：筆者注）に変更を加えることを示唆する根拠は一見したところ見当たらない」42と記述しており，
財政不足のなかで，専売事業が歳入の確保という点から，重視されていたことを傍証している。
　また，当時は，西欧においても専売制度を採用している国が少なからずあったうえに43，米国でも
たばこ産業は寡占化の傾向を強くしていた。そうした観点に立つかぎり，日本の専売制度だけが，世
界的に突出した存在ではなく，専売制度およびたばこ市場の独占という当時の現状に対し，諸外国か
らの圧力がはたらく余地の少ない環境であった。それだけでなく，このような国際的なたばこ市場の
寡占という環境は，「国際競争力をともなわないまま，たばこ専売事業に大幅な変更を加えること
は，専売納付金の減少として財源の縮小に直結する」という論理に説得力を与えるものであった。事
実，公社設立以降，複数の審議会や委員会において，専売事業の改革や民営化が断続的に提起されて
いるが，「財政事情」や「諸般の情勢」などの理由によって，現状維持の答申が出されている44。こ
図2　一般会計に占める専売納付金の割合の変化1
　　　専亮納付金
一・一 ?E
　　　　　　　　8、
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び燃離鱒嚥献。献。献露亀慰。辮純嬢露
日本専売公社『たばこ専売史』第4巻，凸版印刷，1963年，750～754ページを
もとに筆者が作成
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のように，財政不足，喫煙人口増，相対的に安価な労働力という諸要因が存続している限りにおい
て，専売事業の正当性は低下せず，事業の安定的な維持が可能であったと考えられる。とはいえ，こ
れらの要因は固定的なものではなく，国内の経済成長や産業構造，出生率，そして国際経済の変化と
連動している。次章では，これらの変化について検討する。
第五章　政策環境の変化と民営化論の台頭
　経済の混乱と徴税機能の低下，高い出生率にともなう喫煙人口の増加と専売納付金の自然増収，固
定相場制による相対的に安価な労働力という環境要因は，日本経済が高度経済成長をむかえるととも
に次第に変化した。1970年代ごろからは，専売制度の正当性を低下させるような，「新しい要因」も
登場してくる。既存の要因の変化と新しい要因，これらが専売公社に与えた影響とはどのようなもの
であったのであろうか。
　まず，既存の環境要因の変化とは，第一に，高度経済成長にともない，歳入の規模が急激に上昇し
たことである。図3に示されるように，財政に占める専売納付金の割合も，経済成長とともに低下
している。同じ間接税でも，酒税は，酒類ごとに税率が異なり，低廉品から高級品まで，販売価格に
差別化がはかられている。そのため酒税は，経済成長後，専売納付金を抜いて，倍近くの割合を占め
続けることが可能であった。それに対し，たばこ専売制度には酒税のような特徴はなく，増収をはか
図3　一般会計に占める専売納付金の割合の変化2
日本専売公社『たばこ専売史』第4巻，凸版印刷，1963年，752～753ページ，および
1947年以降は，大蔵省「決算報告書」（各年度）をもとに筆者が作成
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るには，おのずから限界があった。
　第二に，戦後のベビーブーマー世代が成人した後は，出生率も低下の一途をたどっており（図4
参照），喫煙人口の自然増にともなう増収にも陰りが見えはじめた。さらに喫煙者率も，女性は1970
年～1980年まで15％前後と大きな変化は見られないが，男性では1970年には，77。5％だったものが，
10年後には70．2％へと明らかな減少が見られる。専売事業は，たばこの販売数量の上でも，限界につ
きあたったのである。
　第三に，高度経済成長およびニクソソ・ショックによる円高の進行は，労働コストの相対的上昇に
つながった。国産葉たばこの価格や製造コストも，海外と比ぺ割高になっていったのである。このよ
うに，公社発足当時，専売事業を正当化し，側面から支えた環境要因は，経済成長にともない，まっ
たく逆の要因として，専売事業の正当性を低下させる方向に作用するようになったのである。
　さらに既存の環境要因の変化に加え，新しい他の要因も登場してきた。第一の新しい要因は，たば
こに対する認識の変化である。1970年に世界保健機関（WHO）が，たばこの害について，はじめて
意見を表明したことに示されるように45，たばこの健康にあたえる害が指摘されるようになった。さ
まさまな病気と喫煙との因果関係が医学的に明らかになりはじめるにともない，政府がたばこ事業に
深くかかわることについて，「正当性」を確保することが困難になったといえる46。
　第二の新しい要因は，葉たばこに関する問題である。たばこ専売法は，専売公社に，その年に生産
された葉たばこの全量買取を義務づけ，葉たばこ耕作老には，公社以外への葉たばこの売りわたしを
図4　成年人ロの年平均伸び率の変化
　　　1965《．1970　　　1970．v1975　　　1975’vl980　　　1980」vl985　　　19BsNl990
1965年から1975年までは，総理府統計局調べ，1975年以降は厚生省人口問題
研究所調べ。（第2臨調第4部会資料にもとづき筆老が作成）
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禁止していた。にもかかわらず，消費者の嗜好の変化により，国内で製造される製造たばこにも，外
国産葉たばこが利用されるようになっていった。たとえば，外国産葉の使用割合は，1970年には18
％だったが，1978年には，倍増の36％にまで上っている。公社発足当初，専売公社は，葉たばこの
買入価格を決定することが可能であった。しかし，1958年に公社総裁の諮問機関としてたばこ耕作
審議会が設置されてからは，葉たばこ生産農家の意向や政治圧力が，価格決定に強く作用するように
なった。その結果，公社は割高な国産葉たばこを全量買い取ったうえ，外国産葉を輸入し，国産葉た
ばこを消化しきれなくなるという事態に陥り，最大で1年分の過剰在庫を抱えることになったのであ
る（図5参照）。
　こうした諸要因，つまり①経済成長にともなう歳入規模の拡大，②自然増収の低下，③たばこと健
康についての認識の変化，④喫煙人口の低下，⑤円高と過剰在庫に象徴される「高コスト構造」，な
どは，いずれも公社発足当時には存在しなかったものである。公企業の一般的な「目的」についての
視点として，i）スケールメリットを活かし，「不必要な競争はしない」という効率の向上という側面
と，ii）国全体にかかわる利益の追求，という側面が挙げられる47。専売事業においてiの効率性に
ついては，公社発足当初から批判が寄せられていたが，iiについては，財政収入の確保という点で一
定の役割を果たしてきた。そもそも専売政策を開始した理由は，確実な徴税と歳入の確保にあったの
であり，公社化の際に専売事業がほぼ専売局当時のまま維持されたのも，歳入への影響を最小限に抑
えるためであった。その意味では，財政専売の地盤沈下は，専売公社にとって，組織のレゾンデート
ルを揺るがすものであったといえる。
図5　葉たばこ在庫の推移※
（単位：千トン）
?????????。
一・・一 ﾝ庫量（期首）
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※葉たばこは，「たばこ」に製造されるまで2年間熟成される
　（標準在庫量）。これを超えた分が過剰在庫である。
第2臨調第4部会資料をもとに筆者が作成
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　こうした環境要因の変化と，各審議会等での議論の変化の歩調は，ほぼ一致する。たとえば，
1950年代は，環境要因と専売公社が適合的な関係にあった時期である。この時期においては，1951
年に臨時専売制度協議会が「現在の我が国の財政事情その他諸般の情勢を総合した結論としては，現
在の段階においては，煙草事業を民間に移すのは時期尚早であるとの意見が多数である。」と答申し
ているほか，1953年には行政審議会が，企業利益と税相当分を区分しつつも，経営形態は維持する
よう答申している。1958年には，臨時公共企業体合理化審議会が，専売公社を「他公社に比して一
そう民営に適する性質を有するものである」としながらも，民営にあたっては（／）葉たばこ耕作者の利
益保護，（ロ）取締の問題の解決，Q9財政収入の確保，の達成が条件である，としている。そのほか，
1960年に専売制度調査会は，現状維持論を提言している。
　しかし，高度経済成長に入った1960年代半ばから，次第に論調に変化が見られる。たとえば，
1963年には臨時行政調査会（第一臨調）が，専売制を維持しつつ，輸入品との競争をはかるよう提
言をおこなった。さらに1968年には制度問題研究会，専売事業審議会，財政制度審議会，税制調査
会が，あいついで公社経営合理化の観点から，たばこ消費税を採用するよう答申している。
　新しい要因が登場してくる1970年代以降は，財政への貢献に関する言及は，ほとんど見られない。
1973年，公務員制度審議会は，第三次答申として「可及的すみやかに争議権の問題を解決するため，
当事者能力の検討とあいまって三公社五現業等のあるべき性格について，立法上及び行政上の抜本的
検討を加えるものとする」と，公社経営における「当事者能力」について言及した。1975年には，
公共企業体等関係閣僚協議会専門委員懇談会が，専売公社の経営形態について「民営化に移行すべ
し，という意見等，経営形態の変更を検討することが，必要であるとの意見が大勢を占めた」と述
べ，経営形態を変更するか否かを，個々の事業ごとに専門機関が検討するよう提言するなど，公社経
営と労働問題のあり方に批判的な意見が散見されるようになってきている。
　専売公社の分割民営化に具体的に言及したのは，公共企業体等基本問題会議による「基本問題会議
意見書」（1978年6月）である。「基本問題会議意見書」における民営化の論拠は，①たばこ事業は，
たばこという嗜好品の製造および販売を業務とし，本来最も民営に適した事業分野であり，欧米では
ほとんど民営であること，②財政収入の確保という公共性の観点から専売納付金を改め，消費税制度
を導入するか，又は専売納付金を法律上定率化し，同時に小売定価の法定制の廃止，又は緩和を図る
ことが必要だが，民営化すればこれらは当然達成されること，③経済の効率性の面から，経営に自主
権を与え，競争原理を導入することが必要であること，の三点であった。
　これら審議会の議論の変化は，環境要因の変化とともに組織（専売公社）の存在意義が変化したこ
とを示しているだけでなく，人々が関心をよせる対象や政策選好にも変化があったことを示してい
る。こうして70年代に形成された民営化論の流れが，1981年3月16日に設置される臨時行政調査会
（第二臨調）に継承されるのである。民営化という発想は突然生じたのではなく，その基本的部分に
ついては，少なくとも1970年代から形成されてきていたのである。
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むすびにかえて
　たばこへの課税というアイデアが発案された当初，それは煙草税則という営業税と印紙税からなる
課税方式によって，いったんは実現された。しかし，この課税方式は，当時の徴税機構の未整備，徴
税技術の未発達にくわえ，未分化な産業形態という要因によって，二度の改正にもかかわらず，著し
い脱税を生み出す結果となった。特殊な間接税の徴収方式である葉たばこ専売制施行後も，確立した
流通ルートがなかったことで，葉たばこの密売という脱税が生じた。葉たばこの買いとりから，製
造，販売までを政府が独占する製造専売は，そうした背景のもとに成立したのである。
　不況時にも一定の専売納付金を国庫へ納入する専売制は，所得税等の直接税が一般化するまでは，
安定的財源であった。戦後まもなくは，歳入のうち2割近くが専売納付金である。連合国軍総司令
部も，専売事業の主体を大蔵省専売局から日本専売公社へ移管し，職員の身分を国家公務員から除外
したものの，専売事業そのものの廃止を要求することはなかった。経済の混乱と徴税機能の低下，高
い出生率と喫煙人口の増加による専売納付金の自然増収，固定相場制による相対的に安価な労働力と
いう政策環境は，専売公社の存在意義と正当性を確保したのである。
　やがてこれらの環境要因は，経済安定化と高度経済成長にともなう歳入規模の拡大，出生率低下と
喫煙人口率の低下による自然減収，円高による労働コストの上昇など，まったく逆の作用を及ぼす要
因へと転化した。さらに，たばこと健康についての認識の変化，嗜好の変化による外国産葉たばこの
大幅な輸入拡大，国産葉たばこ全量買取制による過剰在庫といった「新しい要因」が登場するにとも
ない，専売政策と専売公社に対する評価が批判へと逆転した。このようななか，1970年代に各種審
議会において出された答申は，第二臨調の提言を先取りするものであったといえる。
　専売政策は，前近代的な経済構造に適合的だったのであり，専売政策が果たした役割は，日本が経
済的に発展途上国だった時期において重要であった。このような観点に立つ限り，専売政策の実施か
ら廃止までの間，環境要因が専売政策に与えた影響は無視しうるものではなかったと結論できる。し
かし，民営化がなぜ実現したのか，民営化が「なぜ可能であったのか」という問いをたてたとき，そ
の答えは，これらの環境要因の変化だけから直接導きだされるわけではない。政策環境の変化による
帰結は，制度を維持するうえでの「正当性の低下」ということのみである。専売制度の正当性の低下
は，民営化の推進を容易にしたという点では，民営化を可能にしたひとつの要因であるが，1970年
代から政策環境の変化はみられたわけであり，環境要因の変化とともに，民営化が自動的に実現した
わけではない。むしろ環境要因等の変化は，民営化推進の「前提条件」を整えた，あるいは民営化推
進の論拠を提供した，ととらえるべきであろう。なぜ専売民営化が実現可能であったのかという問題
については，第二臨調を中心とする一連の政治過程，政策過程についての分析が必要である。この点
については，別稿にて論ずることとしたい。
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